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＜本報告書の記載内容に関する留意事項＞ 

１．報告書中の試算・推計の数値・金額 

報告書中の監査人による試算・推計の数値・金額は、市から監査人に提示のあっ

た資料及び説明をもとに記載したもので、その数値・金額の正確性を保証するもの

ではない。 

 

２．報告書中の表やグラフ 

報告書中の表・グラフ・図は、特に記載したものを除き、市から入手した資料で

ある。 

 

３．端数処理 

報告書中の表の合計は、端数処理の関係で、総数と内訳の合計とが一致しない場

合がある。 
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第１編 外部監査の概要 
 

１ 監査の種類 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の３７第１項から第３項

まで及び大阪市外部監査契約に基づく監査に関する条例（平成１１年大阪市条

例第６号）第２条の規定に基づく包括外部監査 

 

２ 選定した特定の事件 

（１）選定した特定の事件 

市政改革プラン２．０ －新たな価値を生み出す改革－（行革編）の検証 

～目標設定・取組実績の精査から、市政改革プラン３．０へ～ 

 

（２）特定の事件を選定した理由 

ア、市政改革の重要性と過去の取組み 

大阪市はバブル崩壊後の長期の経済低成長期の中、税収の落ち込みや市

債残高の増加など、危機的な財政状況に陥っていたとされる。 

こうした状況を踏まえ、大阪市は、平成１８年２月に「市政改革基本方

針（平成１８～２２年度）」を策定して市政改革に着手し、以降「なにわル

ネッサンス２０１１」、「市政改革プラン（平成２４～２６年度）」、「平成２

７年度市政改革の基本方針」などの計画を策定し、これを推進してきた。

特に、「ムダを徹底的に排除し、成果を意識した行財政運営」に取り組み、

市債残高の削減、職員数の削減、外郭団体の改革においては一定の目に見

える成果を上げてきたとされる。 

イ、市政改革プラン２．０－新たな価値を生み出す改革－（行革編）の策定 

しかし、今後の大阪市における税収は大きな増加を見込めず、また、扶

助費など社会保障関連経費のさらなる増加も見込まれるため、引き続き

「ムダを徹底的に排除し、成果を意識した行財政運営」の実現に向けた改

革、具体的には補てん財源に依存することなく収入の範囲内で予算を組む

ことを原則とするなど、将来世代に負担を先送りすることのないよう、市

民の安全・安心を支える安定した財政基盤の構築に向け、着実かつ積極的



2 
 

な取組を持続していく必要性があった。 

他方で、本格的な人口減少社会の到来や少子高齢化、情報化やグローバ

ル化が急速に進展している中で、市政課題に適切に対応していく必要もあ

り、歳出の削減、職員数の削減など、ムダを徹底的に排除し効果的・効率

的な行財政運営をめざしたこれまでの取組を継続する一方で、新たなアプ

ローチによる取組を推し進める必要があった。 

そこで、引き続き施策・事業の見直しなど歳出の削減・歳入の確保を図

るとともに、「新たな価値」の創造として、①ＩＣＴを活用するなど市民・

利用者の視点に立ったサービス向上・業務執行の効率化など質の高い行財

政運営を推進し、また②地下鉄事業などの経営システムを見直すほか民間

活力の活用に向けて官民連携を推進し、あわせて③改革推進体制の強化に

向けて、人材育成やＰＤＣＡサイクルの徹底を図り、改革の担い手となる

職員の能力向上や、働きやすい、働きがいのある職場づくりを推進すると

いう３本の柱を掲げ、具体的な目標と取組予定を整備した「市政改革プラ

ン２．０－新たな価値を生み出す改革－（行革編）」が、平成２８年８月に

策定された（以下、「市政改革プラン２．０－新たな価値を生み出す改革－」

は、特別の記載のない限り「行革編」を指す。）。 

ウ、選定理由

（ア）「市政改革プラン２．０－新たな価値を生み出す改革－」の重要性

行政運営にあたっては、常に組織及び運営の簡素化・効率化に努

め、最少の経費で最大の効果をあげなければならない。そのために

は、限られた行政資源を最大限に活用しながら、市民サービスの維

持・向上を図るとともに、施策・事業の見直しを不断に推進してい

くことが求められている。

「市政改革プラン２．０－新たな価値を生み出す改革－」に始ま

る市政改革の具体的計画は、市民に示された行政の在り方の未来像

であり、中長期的な視点に基づく市民に対する約束ごとである。「市

政改革基本方針」の策定から１０年目に整備された「市政改革プラ

ン２．０－新たな価値を生み出す改革－」は、初動１０年間の市政

改革の取組みの振返り評価を前提に市政改革中期にさしかかる最初

の４年間の改革計画である。当初計画における課題に対する取組の
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うち多くは仕上げ段階に差し掛かり、その他の課題については取組

方法の改善を検討し、また新たな課題の検出とこれに対する具体的

取組みを検討した内容が反映される、いわば市政改革における成熟

期にあたるものであると考えられる。

「市政改革プラン２．０－新たな価値を生み出す改革－」の策定

にあたり初動１０年間の市政改革の取組が適切に評価されている

か、平成２８年時点における改革の必要性が適切に反映されている

か、策定された目標と具体的取組は適切に実現されているかは、今

後の中長期的な市政改革を監視する市民の視点からも重要なもの

であり、このタイミングで問題点の抽出と検証を行う意義は大きい

ものと考える。

（イ）外部監査の必要性

外部監査契約は、「普通地方公共団体が、地方自治法第２条第１４

項及び第１５項の規定の趣旨を達成するため、外部監査人の監査を

受けるとともに監査の結果に関する報告の提出を受けることを内容

とする契約とする。」とされており（地方自治法第２５２条の２）、

同法第２条第１４項及び１５項（下記※にて抜粋）の規定の趣旨か

らすれば、「最少の経費で最大の効果」「組織及び運営の合理化」は

外部監査の中核的視点であり、「市政改革プラン２．０－新たな価値

を生み出す改革－」をはじめとする市政改革の具体的取組みはまさ

に中長期視点からの「最少の経費で最大の効果」「組織及び運営の合

理化」を目指すものであるから、包括外部監査人として「市政改革

プラン２．０－新たな価値を生み出す改革－」の目標・取組の策定、

実施、評価、再策定が適正に行われているかを調査することは同法

の趣旨に正面から応えるものといえる。

個別具体的な日常的行政事務・事業執行の合規性、正確性、効率

性、有効性を監査するという視点を中心に据えることなく、「積極的

かつ中長期的な改革計画の推進過程の横断的検証」という視点を中

心にするという意味では大阪市包括外部監査としては初めての試み

となると考えられるが、地方自治法の本来の趣旨に適うものとして、

上記１の事件（監査のテーマ）を選定した。
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※地方自治法（抜粋）

第２条第１４項

地方公共団体は、その事務を処理するに当たっては、住民の福

祉の増進に努めるとともに、最少の経費で最大の効果を挙げるよ

うにしなければならない。

第２条第１５項

地方公共団体は、常にその組織及び運営の合理化に努めるとと

もに、他の地方公共団体に協力を求めてその規模の適正化を図ら

なければならない。

 

（３）包括外部監査の対象及び監査対象部署 

ア、対象 

（ア）「市政改革プラン２．０（平成２８～３１年度）－新たな価値を生み出

す改革－」（平成２８年８月）において策定された具体的目標及び取組、

並びに「市政改革プラン２．０（平成２８～３１年度）－新たな価値を

生み出す改革－【中間見直し版】策定２年経過後の具体的な取組項目の

見直し」（平成３０年７月）において策定された具体的目標及び取組の全

てを対象とする（以下、４年間の「市政改革プラン２．０（平成２８～

３１年度）－新たな価値を生み出す改革－」を総称して、「本プラン」と

いう）。 

（イ）なお、平成２９年８月に策定された「市政改革プラン２．０（区政編）

（平成２９～３１年度）－ニア・イズ・ベターの更なる徹底－」は、監

査対象外とする。 

イ、監査対象部局 

（ア）統括部局として、市政改革室を主たる対象部局とする。  

（イ）その他、「市政改革プラン２．０（平成２８～３１年度）－新たな価値

を生み出す改革－」（平成２８年８月）において策定された各取組を実施

する現局（所管所属）を対象部局とする。 

 

（４）本年度監査の主軸 

本年度包括外部監査は、以下の点を重点的調査対象項目とする。  
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① 柱１「質の高い行財政運営の推進」、及び柱２「官民連携の推進」の

うち、具体的な数値目標を掲げている取組（重点項目①） 

② 柱１「質の高い行財政運営の推進」、及び柱２「官民連携の推進」の

うち、年度ごとに目標が「未達成」とされた取組（重点項目②） 

 

（５）包括外部監査対象期間 

原則として、「市政改革プラン２．０－新たな価値を生み出す改革－」の策

定・取組期間である平成 28 年度～令和元年度を監査対象とし、必要に応じ

て、同プランの策定前及び終了後の期間も含める。 

 

３ 監査の方法 

（１）監査の視点・着眼点  

項目 着眼点 

①目標・取組みの

設定 

○住民の福祉の増進・最少の経費で最大の効果を挙げること、

組織及び運営の合理化の観点から、適切な目標・取組が設定

されているか。 

〇中間見直しにおいて、当初目標を変更する合理的な理由が存

在したか。また、変更後の目標・取組は、住民の福祉の増進・

最少の経費で最大の効果を挙げること、組織及び運営の合理

化の観点から、適切な目標・取組が設定されているか。 

〇他の都市における市政改革と共通する目標・取組について

は、他の都市との比較という観点から目標達成度合い・取組

進捗度合いに問題はないか。また、他の都市における市政改

革と比較し、本来取り組むべき課題が見落とされていない

か。 

〇数値目標は、現状・過去の取組の検証内容を加味し、現場・

現局の状況に照らした実現可能性、費用対効果、緊急性等を

適切に考慮したうえで、的確なものとなっているか。 

②取組内容 〇設定された目標・取組が、スケジュール通り達成・実行され

ているか。 
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〇複数の現局（所管所属）が取組の主体となっている場合、各

現局（所管所属）における足並みがそろっているか。 

〇目標を達成できなかった点に合理的な理由が存在したか。 

〇目標未達成である場合、その理由を適切に評価・検証し、次

年度以降の目標設定・取組実施に生かすことができている

か。 

〇「市政改革プラン２．０－新たな価値を生み出す改革－」に

おける各目標・取組につき、達成度合い、未達成理由等を適

切に評価したうえで、「市政改革プラン３．０－市民の暮らし

の満足度向上をめざした市政改革－」（令和２年４月）の策定

に適切につなげられているか（連続性）。 

〇具体的取組内容について、適法性・合規性を確認するほか、

効率性・有効性を検証する。 

③組織体制 

 

 

〇各目標・取組について、統括部局と現場・現局の間で、適切

に報告・フィードバックがなされているか。また、現場・現

局の意見を適切に取り入れた目標・取組の再設定ができてい

るか。 

〇複数の現局（所管所属）が取組の主体となっている場合、各

現局（所管所属）における足並みが揃うよう、市政改革室に

よる監督、その他連携が適切に取れているか。 

〇目標未達成である場合、その理由を市政改革室が第三者的視

点より適切に評価・検証し、また指導をすることで、次年度

以降の目標設定・取組実施に生かすことができているか。 

〇市政改革室が、法令（大阪市市長直轄組織設置条例）上求め

られている「市政改革の推進に係る総合調整、進捗管理及び

指導」、「行財政改革に係る企画及び立案並びに推進」という

分掌事務・役割を適切に全うしているか。 

 

（２）主な監査手続・監査の手法  

ア、全般事項 

（ア）過去の市政改革に関して具体的に策定された計画やプランの内容を検証
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し、「市政改革プラン２．０－新たな価値を生み出す改革－」を策定したバ

ックグラウンドを総括的に把握・分析したうえで、具体的目標設定の適性

を検証する。 

（イ）「市政改革プラン２．０－新たな価値を生み出す改革－」にて掲げられた

具体的目標・取組を実現・実施するにあたって、市政改革室において現場・

現局に指示した更なる具体的な通知・通達文書、これを受けた現場・現局

における周知文書・要綱・マニュアル・構築システム・人員体制等を確認

し、その実施状況を調査・検討する。 

（ウ）設定された目標・取組がスケジュール通り達成・実行できているか確認

する。 

（エ）現場・現局の作成した成果物、報告書、その他目標の達成度合いに関し

て市政改革室に提出した文書等を確認し、適切な報告ができているかを検

証する。 

（オ）現場・現局より報告を受けた市政改革室が、現場と連携をする際に作成

した通知・通達文書等を確認し、適切な連携・フィードバックがなされて

いるかを検証する。 

（カ）民営化、官民連携、民間外部委託に関しては、適法性・合規性、効率性・

有効性を検証するほか、特に手続きの進捗が芳しくない項目について問題

点を抽出し、より良い手法の有無などを検証する。 

（キ）他都市における市政改革の例に関する資料を検討し、比較的視点から目

標の策定・達成度合いの適性を検証する。 

イ、重点項目① 具体的な数値目標を掲げている取組 

市政改革室及び現局（取組ごとの主な所管所属）へのヒアリング調査を実

施し、各数値目標が、現状及び過去の取組の検証内容や、現場・現局の状況

に照らして、実現可能性、費用対効果、緊急性等を適切に考慮したうえで、

適確なものとなっているかを検証する。 

ウ、重点項目② 年度ごとに目標が「未達成」とされた取組  

市政改革室及び現局（取組ごとの主な所管所属）へのヒアリング調査を実

施し、目標が未達成となった理由を確認のうえ、未達成であること自体の問

題点を抽出・検証し、また次年度以降の目標設定・取組実施に適切につなげ

られているかを検討する。 
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４ 包括外部監査人補助者 

包括外部監査人を補助させるため、次の者を補助者に選任した。  

弁護士 栗本知子 

弁護士 原仁志 

弁護士 伊藤海大 

弁護士 難波泰明 

弁護士 和田健 

弁護士 赤木翔一 

弁護士 西川大貴 

公認会計士 大塚祐介 

 

５ 包括外部監査実施期間 

監査対象の部署に対し、令和２年７月１５日から令和３年２月２日までの期

間で監査を実施した。 

 

６ 利害関係 

大阪市と包括外部監査人及び補助者との間には、いずれも監査の対象とした

事件について地方自治法第２５２条の２９の規定により記載すべき利害関係

はない。 

 

７ 定義等 

本報告書における「指摘」及び「意見」の定義は次のとおりである。 

① 指摘  

適法性（法令、条例、規則、規程、要綱等）の観点から、改善の必要

を認める事項。経済性・効率性・有効性（いわゆる３Ｅ）の観点から、

改善の必要を認める事項。 

② 意見 

適法性の問題はないものの、経済性・効率性・有効性（いわゆる３Ｅ）

の観点から、改善することが期待される事項。 

なお、各指摘及び意見の対象は、第２編第２．１（４）に記載する「主な所
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管所属」とし、各主たる所管所属は必要な範囲で市政改革室と協同して改善す

ることを期待するものである。 
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第２編 大阪市における市政改革の沿革 
 

第１ 市政改革プラン２．０以前の市政改革 

１ 市政改革マニフェスト（市政改革基本方針） 

（１）経緯 

大阪市は、平成１６年１２月に発覚したいわゆる職員の厚遇問題の実態解

明と抜本的改革の必要に迫られた。大阪市は、市政改革本部に先行して設置

されていた「福利厚生制度等改革委員会」の流れを受けて、市政全般を対象

に課題を抽出する動きへとつながった。 

平成１７年４月１日、市長を本部長とする「市政改革本部」を設置すると

ともに、外部委員と職員で構成する９つのプロジェクトチームを設け、各課

題の問題抽出と分析、改善案の検討を始めた。同時に、外部委員を中心とし

た「福利厚生制度等改革委員会」、「互助連合会給付金等調査委員会」、「監理

団体評価委員会」の３つの委員会において、それぞれ、職員及び関係団体等

の福利厚生の問題、ヤミ年金・カラ超勤等の問題、監理団体の評価について

の調査・検討を行うとともに、主要６７事業について、課題を抽出する事業

分析の作業に着手した。 

市政改革本部は、平成１７年９月２７日に市政改革として取り組むべき課

題、具体的な取組目標をとりまとめた市政改革マニフェスト（市政改革本部

案）を公表し、広く意見を求めた上で、同年１２月１５日、市政改革マニフ

ェスト（案）をとりまとめ、その後の市会での質疑等を経て、市政改革マニ

フェストとして確定した。 

 

（２）概要 

市政改革マニフェストは、自律改革が持続できる組織基盤づくりを主眼に、

①マネジメント改革（健全かつ持続可能な経営体質の確立）、②コンプライア

ンス改革（自律的に社会責任を遂行する組織風土の確立を目指す改革）、③ガ

バナンス改革（環境変化に即応し、日常的な改革を持続させる組織体質の構

築を目指す改革）を３つの幹とし、具体的に取り組まなければならない１４

の項目を「大項目」として整理し、その先に３８の「課題」、さらにその先に

８７の「具体取組」を整理したものである。その概要は以下のとおりである。 


